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ICONIX手法を統合したフィーチャ指向ドメインエンジニ
アリングプロセス

浅野 雅樹1,a) 西浦 洋一1,b) 中西 恒夫2,c) 藤原 啓一3,d)

概要：本稿は，アイシン精機株式会社における自動車ボディ系製品向けプロダクトラインを開発するため
のドメインエンジニアリングプロセス改定の事例を示す。このプロセスでは，抽象化や関心事の分離に長
けた限られた数の開発者がフィーチャ分析を実施し，仕様からアーキテクチャ設計を含む他の作業は製品
に精通する一般の開発者が実施する。フィーチャ分析は，可変性との整合性を担保しつつ抽象化と関心事
分離を実現し，以降の工程で作成する開発文書をその分離構造に従わせるために実施する。要求と仕様は，
ユースケース，ユースケースシナリオ，階層化された表形式による仕様記述 (USDM)によって詳細化され
る。さらに，USDMにおける仕様記述は，ロバストネス図のコントロール間の結合度を表す設計構造マト
リクス（DSM： Design Structure Matrix）を用いた，定量的かつ説明可能な手法によってシステム分割
へと詳細化される。今回改善したドメインエンジニアリングプロセスにより，仕様やアーキテクチャ設計
に係るソフトウェアレビューの問題指摘件数が削減され，アーキテクチャ設計の期間が短縮され，かつ変
更しやすいアーキテクチャが維持できたことが確認できた。

キーワード：ソフトウェアプロダクトライン, 自動車ボディ系製品, フィーチャ分析, ユースケース分析, ロ
バストネス分析, 設計構造マトリクス (DSM: Design Structure Matrix)

1. はじめに

アイシン精機株式会社は，1965年に設立されたトヨタグ

ループに属する自動車部品メーカである。ボディ系製品は

社の中核製品である。社は世界各国の車両メーカに向けて

ボディ系製品を設計，製造，供給してきた。社は欧州なら

びに開発途上国の市場でボディ系製品の販売を強化してお

り，それら製品の変種は増える一方であった。一方で，社

のある中京地域におけるエンジニアの獲得競争は激しく，

開発リソースは増やせないままである。そのためボディ系

製品のプロダクトライン開発を企図した。

文献 [1]で報じたように，社はあるボディ系製品の開発

をプロダクトライン開発に移行させることに成功した。文

献 [1]で述べた我々の開発手法は，産業界において多くの
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成功事例 [2], [3], [4], [5]が報告されているフィーチャ指向

のアプローチである。既存製品の複数の変種の制御仕様書

を分析し，変種間の共通性と可変性をフィーチャモデルと

して記述する [6]。このアプローチによって製品のソフト

ウェア構造の複雑度は顕著に下がった。それまで新しい変

種を開発する際はクローン＆オウンによる開発を行ってお

り，既存変種のソフトウェアに対する変更の影響分析に相

当のコストを費やしていたが，プロダクトライン開発への

移行によりそのコストが生じないようになった結果，大幅

なコスト削減が実現できた。この成功事例により，社内で

はプロダクトライン開発への関心が高まり，経営層はドメ

インエンジニアリングを担う開発支援部門にプロダクトラ

イン開発を他の製品にも広げるよう求めだした。

開発支援部門は，他の製品に対しても同じアプローチを

適用し，プロダクトライン開発への移行を進めており，品

質，コスト，開発工期の改善を達成している。しかしなが

ら，我々のアプローチはドメインエンジニアリングに 1～

2年の時間を要している。ボディ系製品のライフサイクル

は約 3～5年と長く，一度作成したソフトウェアは，次の

ライフサイクルが来るまで大きな変更を加えることができ

ない。そのため，ドメインエンジニアリングの開発期間が

長いことは，他製品をプロダクトライン開発へ移行させる
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時期を逸し，会社全体のソフトウェア開発の生産性が向上

しない状態が継続することを意味する。

今回アイシン精機は全社的なプロダクトライン開発の導

入を進めるべく，従来のドメインエンジニアリングプロセ

スの改善に取り組んだ。全社的な導入を促進するうえで，

これまでのドメインエンジニアリングであまりにかかって

いた工期を縮めることが欠かせない。第 2節では，社で確

立されたドメインエンジニアリングプロセスがなぜ長期化

しているのか，可能な理由を分析し，新しいドメインエンジ

ニアリングプロセスで試みられたその解決策について言及

する。解決策は，第 3節で述べる，表による階層的な要求

／仕様記述法，USDMを組み合わせたユースケースモデリ

ング手法と，第 4節で述べる設計構造マトリクス（DSM：

Design Structure Matrix）を用いたロバストネス分析によ

る定量的かつ説明可能なシステム分割である。第 5節では

これらの解決策によって改善されたドメインエンジニアリ

ングプロセスを評価する。最後に第 6節において本稿を総

括する。

2. 課題の特定と解決策の立案

2.1 ドメインエンジニアリングの長期化要因

プロダクトライン開発を迅速に全社的に導入するには，

各製品のドメインエンジニアリングに要する期間を短くす

る必要がある。社のこれまでのドメインエンジニアリング

における経験から，ドメインエンジニアリングの期間が長

期化する要因として以下が明らかになった。

• 開発者毎に異なるソフトウェアアーキテクチャの認
識：社内には様々な経験やスキルを有するソフトウェ

ア開発者が在籍している。彼らはソフトウェアアーキ

テクチャに関して異なる認識を持っている。彼らがよ

いと考える，開発文書記述の抽象度やソフトウェア構

造は一様ではない。ドメインエンジニアリングを加速

するためにはより多くの開発者が必要だが，関与する

開発者が増えれば，分析の手直しも多くなる。

• フィーチャ分析を担える開発者の不足：製品ファミリ
を俯瞰し，その仕様の抽象度や関心事の分離を行い，

変更に強いアーキテクチャを構築することがプロダク

トライン開発を成功させるうえで必要不可欠である。

しかし，すべての開発者がフィーチャ分析に習熟して

いるわけではない。社にいる多くの開発者は，要求仕

様をどのような具体的手段で実現するか，その枝葉末

節までを熟考するスキルには極めて長けているが，こ

れまでクローン＆オウンによる派生開発を長く続けて

きた経緯もあって，製品群を俯瞰したり，ドメイン技

術を抽象化したり，それらをフィーチャとして表現す

る経験はさほど有していない。

• フィーチャ分析と構造化分析／設計の間の意味的ギャッ
プ： 著者らが文献 [1]で提唱した手法は，図 1に示す

ようにフィーチャ分析と構造化分析／設計を並行して

実施する必要がある。フィーチャ分析と構造化分析の

成果物，すなわちフィーチャモデルとデータフロー図

（DFD）には一貫性が求められるが，両者の間には意

味的なギャップが存在する。フィーチャモデルが抽象

度の異なる概念を可変性制約とともに記述するもので

あるのに対して，DFDは機能要求を実現するための

データ変換を表現するものである。この意味的ギャッ

プゆえに，フィーチャ分析と構造化分析／設計を分業

することが難しくなっており，数限られたフィーチャ

分析ができる開発者に相当の負担を強いる結果となっ

ている。両分析の並行的実施はフィーチャ分析を行え

る限られた開発者に相当の負担をかけている。

• ボディ系ソフトウェア開発に要求される品質の確保：
自動車業界では Automotive SPICEのようなプロセ

スに準拠した成果物間で一貫性がとれていること，設

計が要求仕様をモレヌケなく実現していることが要求

される。それらの成果物の一貫性は基本的に開発者の

レビューによって担保されている。したがって，製品

の規模や複雑さが増せば，レビューにより一層の工数

が必要となる。また，著者らのプロセス [1]では，開発

者個々人の経験とスキルに頼って構造化分析／設計を

実施している。そのため，要求仕様が漏れなく DFD

上にデータフローとして実現されているか追跡する手

順が統一されず，品質保証に係る工数が大きくなって

しまう。

並行実施に伴う分析的工程と作業的工程の混在 

図 1 従来のドメインエンジニアリングプロセス

2.2 解決策の立案

以上のドメインエンジニアリングの長期化要因を踏まえ

たうえで，ドメインエンジニアリングの開発期間を縮め，

より多くの製品系列の開発をより短い時間でプロダクトラ

イン開発に移行できるよう，以下のようにドメインエンジ

ニアリングプロセスの改善を図った。

まず著者らは，改善されたドメインエンジニアリングプ
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ロセスにおいて，ユースケースアプローチによる要求／仕

様サブプロセスを定義した。このサブプロセスではフィー

チャ分析とアーキテクチャ設計が分離されている。フィー

チャ分析は抽象化に長けた限られた開発者にしかできな

い。一方，フィーチャ分析の結果ひとたび抽象化と関心事

の分離が実現されれば，他の工程は一般の開発者でも均質

な品質で実施することが可能である。この分離は，抽象化

に長けた開発者をフィーチャ分析とアーキテクチャの同時

実行による過負荷から解放し，複数のプロダクトラインに

対するドメインエンジニアリングのリソース制約による直

列化を防ぎ，複数の製品群のプロダクトライン開発への移

行を容易にする。

また，改善されたドメインエンジニアリングプロセスで

は，要求はユースケースとしてモデリングされ，ユース

ケースシナリオとして詳細化される。さらにそれらの要求

は，USDM[7] による階層的な表形式の記述を通して仕様

に詳細化される。一連の詳細化プロセスはフィーチャモデ

ルによって定められる抽象化と関心事分離の構造に律せら

れており，多くいる一般の開発者によって実施可能なもの

となっている。USDMでは要求とそれを充たす仕様を対

にして記述するため，要求が漏れなく仕様として実現され

ていることを容易にレビューできるようになっている。

また著者らは，ICONIXプロセスのロバストネス分析 [8]

による定量的かつ説明可能なアーキテクチャ構築のプロ

セスを確立した。ロバストネス分析はユースケースシナリ

オとして記述された要求をシステム分割に変換する，比較

的，明示的なプロセスである。社の既存のドメインエンジ

ニアリングプロセスでは，システム分割は開発者個人の勘

と経験に頼って行われていた。新しいドメインエンジニア

リングプロセスでは，システム分割はロバストネス分析に

よって，設計構造マトリックス（DSM： Desin Structure

Matrix）を用いた定量的なやり方で行われる。USDMの

仕様記述からシステム分割への変換を明示的なプロセスで

行うため，構築されたアーキテクチャが機能的な仕様を漏

れなく充たしているかを容易に検証できるようになる。ま

た，フィーチャモデルで律せられ，DSMによって定量的

になされるシステム分割は，開発のステークホルダ間での

納得解を比較的容易に導出する。

改められたドメインエンジニアリングプロセスを図 2に

示す。

3. フィーチャ指向ユースケースモデリング

ユースケース分析の目的は，システムがアクタ，すなわ

ちシステムのステークホルダとどのように相互作用する

かを記述することによって，システムの機能要求を捉える

ことにある。ユースケース分析では，開発当初は抽象的で

捉えどころのないシステムの機能要求を，システムとアク

タの間でやりとりする情報や要求，応答の流れとして具体

化できる。そのためシステムの機能要求に関するビジョン

を開発者間で共有することが容易になる。一方で，ユース

ケースそのものをほどよい粒度と抽象度で，かつ製品間の

可変性と整合のとれたかたちで定義することは熟練を要す

る。ユースケースシナリオについてもまた同様である。

そこで本稿で提案するユースケースモデリング手法では，

最初にフィーチャモデリングを実施して，システムに関す

る諸概念や機能をフィーチャとして捉え，それらの間の抽

象度の上下関係を整理し，また関心事の分離を図る。あわ

せて，それらフィーチャ間の部分的な意味的重複を，複数

のフィーチャで共有される下位フィーチャとして見出す。

3.1 フィーチャ分析による抽象化と関心事分離

フィーチャ分析工程では，既存製品のシステム仕様書か

らシステムの要求や仕様，要素技術を代表するフィーチャ

を抽出し，それらを階層的に体系化して抽象化と関心事の

分離を図る。フィーチャモデルには要求とそれを実現する

仕様の両方のフィーチャが記述されるべきである。要求の

フィーチャがそれを実現する仕様のフィーチャとともに定

義されていないのなら補填されなければならないし，その

逆も然りである。抽象化と関心事の分離に長けた開発者は

多くはおらず，この工程はそうした開発者によって実行さ

れるべきである。しかし，一般の開発者が担える他の工程

までもを彼らに負担させるべきではない。本稿で提唱する

ドメインエンジニアリングプロセスでは，フィーチャ分析

の結果に従属するかたちで他の工程を実施するようにして

いる。フィーチャモデリングを最初に実施する理由は，抽

象化に長けた開発者にしかできない仕事と一般の開発者が

できる仕事とを分け，人的資源の最適配置によって効率的

な分業を図ることにある。

3.2 ユースケースによるシステム要求の記述

フィーチャ分析の結果，システムの機能要求，ならびに

それらを実現する仕様の，抽象度および関心事の分離構造，

また各機能の仕様面での重複部分が明らかにされる。本工

程では，その分離構造に従って，抽象度と粒度の揃ったか

たちで，ユースケース，ユースケースシナリオ，さらにはそ

れらより詳細な仕様記述を行う。また，仕様の重複部分や

製品による可変部分は，ユースケースの汎化，拡張，包含

等の手段を用いた切り出しを行う。切り出しはフィーチャ

モデルの構造に従い，抽象度と粒度の揃ったかたちで行う。

本稿で提案するユースケースモデリング手法のプロセス

は以下の通りである。

最初に，フィーチャモデルのサービスレベルの階層か

らユースケースモデルに表現されるサービスを抽出する。

フィーチャモデルには，上層により抽象度の高い目的レベ

ルのフィーチャ，下層により抽象度の低い手段レベルの

フィーチャが配置される構成になっている。そこで，サー
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ソフトウェア要求仕様 

ユースケース図/ユースケースシナリオ 

図 2 改善したドメインエンジニアリングプロセス

ビスレベルのフィーチャが並ぶ階層群を選択し，その階層

のフィーチャに基づいてユースケースを定義する。サービ

スとは，アクタやシステム自身によって起動され，何かし

らの判断と処理を行って，アクタに何かしらの価値ある応

答を返す処理であって，かつシステムの関係者によってひ

とつの粗粒度の機能として認識されるものを言う。図 3に

フィーチャモデルのルート直下のフィーチャがユースケー

スに対応している例を示す。

ボディ系製品X

通常作動 機構保護 ユーザ保護

ユーザ作動指示

スイッチ リモコン

作動許可指示 作動領域 作動方向

開 閉

通常開作動する

メカを保護する

ユーザを保護する

ユーザ モータ

ボディ系製品X

図 3 フィーチャモデルとユースケース図との対応

第二に，ユースケースモデルの個々のユースケースにつ

いて，そのシナリオを記述する。ユースケースのシナリオ

は，抽象レベルのものと具象レベルのものを並列に記述す

る。抽象レベルのシナリオにはシステムとアクタのやりと

りの意図が，具象レベルのシナリオにはそのやりとりに関

する具体的な操作が記述される。図 4の例に示すように，

ひとつのユースケースはサービスレベルのフィーチャ（例

では第 2層）に対応し，その抽象レベルのシナリオはその

子フィーチャ（例では第 3層）に対応し，さらにその具象レ

ベルのシナリオはその子フィーチャの子フィーチャ（例で

は第 4層）に対応する。第 5層以下のフィーチャは，ユー

スケースシナリオの抽象度未満のものであり，ユースケー

スのシナリオ記述には対応しない。

一般に，ユースケースのシナリオには，ユーザインター

フェースなど，システムとアクタのインタラクションに関

する具体的な操作を含めるべきではないとされている。具

体的な操作を含むユースケースシナリオは，しばしばユー

ザインターフェースに関するユーザの好みの変化などに

よって，要求そのものは変わっていない場合であっても変

更することを強いられがちだ。抽象ユースケースシナリオ

は変更に強く，すなわち再利用可能である。しかし，多く

の場合，制御工学や機械工学等出身のソフトウェア工学に

明るくない開発者は，開発対象のシステムについてソフト

ウェア開発者と議論をするとき，具象ユースケースシナリ

オを好む。そのため，本稿で提案するプロセスでは，抽象

ユースケースシナリオと具象ユースケースシナリオを併記

し，それらをシステム要求を理解するためのすべての開発

者の共通基盤としている。

3.3 ユースケースシナリオの詳細化によるソフトウェア

要求仕様の記述

システムの要求をユースケース図，ならびにユースケー

スシナリオとして書いた後，ソフトウェア要求仕様を記述
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ボディ系製品X

通常作動 機構保護 ユーザ保護

ユーザ作動指示

スイッチ リモコン

作動許可指示 作動領域 作動方向

開 閉

仕様ID 抽象概念 具体事象（開作動）

ユースケース番号 - UC01 UC01

ユースケース名 - ボディ系製品Xを通常開閉作動する ボディ系製品Xを開作動する

概要 -

搭乗者が、作動を要求することによりボディ系製品Xを目
的の位置まで作動させる。

搭乗者が、操作SWまたはリモコンSWを押下す
ることによりボディ系製品Xを開方向に作動させ
て、目的のボディ系製品X位置まで開く。

主アクタ - 搭乗者 搭乗者

事前条件 【UC01-PRE】 作動を許可する条件が成立していること XX信号：ON

事後条件 【UC01-POST】
ボディ系製品Xが、目的の位置まで移動して停止してい
ること。

ボディ系製品Xが、目的の位置まで移動して停
止していること。

作動トリガ 【UC01-TRIG】
ユーザ作動指示 操作SW

リモコンSW

フロー STEP - ステップ

01 【UC01-FL01】
搭乗者による操作の要求がシステムに送られて、作動
開始イベントと判定する。

搭乗者による操作SWまたはリモコンSWの操
作イベントがシステムに送られて、開方向への
作動開始イベントと判定する。

02 【UC01-FL02】
システムはモータの駆動を開始して、ボディ系製品Xの作
動を開始する。

システムはモータの駆動を開始して、ボディ系
製品Xの開方向への作動を開始する。

03 【UC01-FL03】
目標停止位置に到達したら、システムはモータの駆動を
停止して、ボディ系製品Xの作動を停止する。

目標停止位置に到達したら、システムはモータ
の駆動を停止して、ボディ系製品Xの開方向へ
の作動を停止する。

Variation
Points

03a01 【UC01-FL03a01】

[Functionality type]：Alternative
[Number of lines]：03
[Description]：目標停止位置A/目標停止位置B

←

基本フロー

図 4 フィーチャモデルとユースケースシナリオとの対応

する。ソフトウェア要求仕様の記述には，USDM[7]に，プ

ロダクトライン開発のための可変性表現の拡張を施したも

のを使用する。USDMでは，要求は汎化／特化や全体／

部分などの意味的関係に基づいて下位要求に分割される。

下位要求への分割は階層的に行われ，最下層では要求は，

曖昧さを持たない仕様にまで詳細化される。USDMでは，

要求からその下位要求へ，また要求から仕様への詳細化の

関係が入れ子構造で表現される。また，各要求，仕様には

それらが必要とされている理由が併記される。機械的機構

の開閉動を行うボディ系システムの制御ソフトウェアの要

求，仕様を USDMで記述した例（一部）を図 5に示す。

UC01

理由

主アクター

要求 R-01

理由

要求 R-01-01

理由

仕様 S-01-01-01 ■作動開始イベントの判定
システムは、操作SWの操作イベント基づいて、下記に示す開方向への作動開始イベント
であるかどうかを判定する。

(1) マニュアル作動の開方向への作動開始イベント
         - 条件A
         - 条件B
         - 条件C
(2) オート作動の開方向への作動開始イベント

要求 R-01-02

理由

システムは、操作SWからの操作イベントが、作動開始イベントであることを判定する。

ドライバがボディ系製品Xを開けるためにする操作入力は、操作SWの操作イベントとしてシステムに入力されるた
め。

*******

*******

搭乗者

搭乗者による操作の要求がシステムに送られて、作動開始イベントと判定する。

ボディ系製品Xを電動で動作するには、ドライバからの操作要求が必要であるため。

ボディ系製品Xを通常作動する

ボディ系製品Xを電動で開閉する動作として、ドライバの意図通りに開閉することが必要なため。

要求及び仕様

図 5 USDM の例

USDM についても，ユースケース図やユースケースシナ

リオ同様に，要求や仕様の記述の抽象度を適切に選択でき

るか，要求を適切に下位要求に分割できるかは，開発者の

能力に依存するところが大である。そのため，本稿で提案

するプロセスでは，ユースケースシナリオに記述された要

求を USDMによって仕様化する過程においても，フィー

チャモデルに基づく抽象度分離を図るようにしている。そ

の具体的なプロセスは以下の通りである。

最初に，ユースケースシナリオのステップを USDM中

に階層的に記述する。抽象ユースケースシナリオのステッ

プを USDMの第一レベルの要求として記述する。USDM

の第一レベルの要求の各々について，USDMの第二レベ

ルの要求として，対応する具象ユースケースシナリオのス

テップを記述する。そのような具体ユースケースシナリオ

のステップが存在しない場合は，第二レベルの要求は記述

しない。

第二に，フィーチャモデルの階層構造に基づいて，USDM

にソフトウェア仕様を階層的に記述する。より具体的に

は，フィーチャモデル上のユースケースやユースケースシ

ナリオに反映されていないフィーチャ（図 6の例では第 4

層以降）に相当する仕様を，USDMの第三レベル以下に記

述する。社はプロダクトライン開発への移行を進めている

ところであり，そのため USDMに記述される仕様は，既

存のシステム仕様から改修のうえ移されている。

UC01

理由

主アクター

要求 R-01

理由

要求 R-01-01

理由

仕様 S-01-01-01 ■作動開始イベントの判定
システムは、操作SWの操作イベント基づいて、下記に示す開方向への作動開始イベント
であるかどうかを判定する。

(1) マニュアル作動の開方向への作動開始イベント
         - 条件A
         - 条件B
         - 条件C
(2) オート作動の開方向への作動開始イベント

要求 R-01-02

理由

システムは、操作SWからの操作イベントが、作動開始イベントであることを判定する。

ドライバがボディ系製品Xを開けるためにする操作入力は、操作SWの操作イベントとしてシステムに入力されるた
め。

*******

*******

搭乗者

搭乗者による操作の要求がシステムに送られて、作動開始イベントと判定する。

ボディ系製品Xを電動で動作するには、ドライバからの操作要求が必要であるため。

ボディ系製品Xを通常作動する

ボディ系製品Xを電動で開閉する動作として、ドライバの意図通りに開閉することが必要なため。

要求及び仕様

ボディ系製品X

通常作動 機構保護 ユーザ保護

ユーザ作動指示

スイッチ リモコン

作動許可指示 作動領域 作動方向

開 閉

オート マニュアル

条件A 条件B 条件C

図 6 フィーチャモデルと USDM との対応

第三に，フィーチャモデルに記述されている共通性／可

変性を USDMに反映する。これまで我々はソフトウェア

の要求と仕様をフィーチャモデルとの整合性を保つかたち

で USDMに記述してきており，各可変仕様はフィーチャ

選択によって抜き差しできるようになっている。

4. ロバストネス分析を用いたアーキテクチャ
分析

第 2節で述べたように，アイシン精機では，フィーチャ

モデルとデータフローの意味的ギャップの大きさ，ならび

に共通指針のないアーキテクチャ構築が，ドメインエンジ

ニアリングの工期を延ばす理由となっていた。そこで社で

は，ユースケースとして記述された要求をシステム分割に
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落とす手法として知られる ICONIXプロセスの導入を検

討した。ロバストネス分析は強力な手法であるが，「原子

的な」振舞い要求を意味するコントロールをコンポーネン

トに割り付ける方法は，やはり開発者の経験に頼ってい

る。本稿の共著者が所属する三菱スペースソフトウェアで

は，このロバストネス分析において，設計構造マトリクス

（DSM： Design Structure Matrix）を用いて定量的に説明

可能なコンポーネント割り付け法を実践してきた。アイシ

ン精機は，三菱スペースソフトウェアのロバストネス分析

をアーキテクチャ構築に採り入れることにした。

4.1 定量的かつ説明可能なシステム分割

三菱スペースソフトウェアで拡張されたロバストネス分

析手法は，USDM で書かれたソフトウェア仕様からロバ

ストネス図を作成する。ロバストネス図は次の 3種類の要

素で構成されている。

• バウンダリ：システムとその外側のインターフェース
を意味する

• コントロール: システムの何かしらの動きを意味する

• エンティティ: システムで操作されるデータを意味

する

USDM で記述されたソフトウェア仕様から以下の要領で

ロバストネス図を構築する。(1)ソフトウェア要求仕様書

に記載した各シナリオステップの仕様をコントロールとし

て定義する。(2)ユースケース図の副アクタをバウンダリ

として定義する。(3)ソフトウェア要求仕様書に記述され

たデータをエンティティを定義する。(4)コントロール，バ

ウンダリー，エンティティをソフトウェア要求仕様書の記

述に基づき接続する。(1)～(4)を全てのユースケースに対

して実施し，一つのロバストネス図に集約する。要素間の

依存関係を点数化し，点数の塊によってコンポーネントの

境界を定義する。

まずロバストネス図中のコントロールの結合度を表す

DSM を構築する。行列の行と列はロバストネス図中のコ

ントロールと一対一の対応を持つ。すなわち，i番目の行

と i番目の列はコントロール iに対応する。コントロール

iとコントロール j の結合度を行列の (i, j)成分にあてる。

ここで，c(ca, cb) と表される，ロバストネス図中の任意の

ふたつのコントロール ca，cb（ca ̸= cb) の結合度を，次式

のように定義する。

c(ca, cb) =

{ ∑
p∈P (ca,cb)

w(p) (if P (ca, cb) ̸= ∅)
0 (if P (ca, cb) = ∅)

P (ca, cb) は ca と cb の間の，0個か 1個のバウンダリかエ

ンティティを含むパスの集合であり，w(p)はその中の任意

のパス p ∈ P (ca, cb) の重みである。w(p) は ca と cb が直

接接続されている場合は 1，p の中にひとつのバウンダリ

かエンティティがある場合は 2と定義される。

次に，できあがった DSMに対してある種のブロック対

角化を施す。すなわち，コントロールの順番を並べ替えて，

大きな数字の塊を行列の対角成分に寄せる。コントロール

の並べ替えは，DSMの行と列の同順の並べ替えに相当す

ることに注意されたい。このブロック対角化は決して数学

的に厳密なものではない。少量の非零要素が非対角ブロッ

クにあってもよいし，少量の零要素が対角ブロックにあっ

てもよい。ブロック対角化は行列の色による視覚化の助け

を借りて人手で行う。対角ブロックに相当するコントロー

ルはお互いに強い結合を有しており，つまり，それらコン

トロールの機能は同じコンポーネントに割り付けられるべ

きものである。コンポーネントとはすなわち，構造化分析

／設計で構築されるデータフロー図中のプロセスである。

4.2 エンティティ定義のルール化

三菱スペースソフトウェアの定量的 ICONIXプロセス

は時に，多くのコントロールをひとつのコンポーネントに

割り付けることがある。これはコンポーネントの役割が十

分に分割されていないことを意味する。バウンダリはユー

スケース図のアクタ，コントロールは USDMによるソフ

トウェア仕様書の各シナリオステップに対応しているもの

の，エンティティの定義についてはそうしたルールがなく，

開発者によって変わり得る。そのため，エンティティの定

義次第では，エンティティ周囲のコントロール間の結合度

が過度に大きくなり，結果として分割不十分なコンポーネ

ントを生じることになる。

この問題を解決し，フィーチャ図の定める抽象化ならび

に関心事の分離構造にあったコンポーネントを生成できる

よう，アイシン精機では三菱スペースソフトウェアの定量

的 ICONIXプロセスを用いるにあたり，エンティティの

定義に関する追加のルールを設けた。そのルールはソフト

ウェア要求仕様書の最上位要求で出力するデータをエン

ティティとして定義するというものである。

図 7 は，アイシン精機のエンティティ定義に関する追

加ルールとともに，三菱スペースソフトウェアの定量的

ICONIXプロセスを用いてブロック対角化をおこなった結

果を示している。図 8はブロック対角化の結果で定義され

る，コントロールの分割を示している。ロバストネス図に

大きな分割がないことに注意されたい。つまりコントロー

ルの関数はコンポーネントによりよく分散されている。

5. 評価

アイシン精機はあるボディ系製品 X の開発を，文献 [1]

のドメインエンジニアリングプロセスに基づく，プロダク

トライン開発に移行した。この初期開発では，フィーチャ

分析は抽象化に長ける開発者によってなされた。ソフト

ウェアアーキテクチャ設計は，開発工期を縮めるべく，当

初は製品に精通する他の一般の開発者によってなされた。
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図 7 ロバストネス図から生成した最終的な DSM*1
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図 8 最終的なロバストネス図*1

しかしながら，少なからぬ手直しを生じたため，最終的に

はフィーチャ分析に携わった開発者がアーキテクチャの設

計を担う結果となった。

社はその後，初期開発では想定されていなかったフィー

チャを追加するべく，プロダクトライン Xの成長開発を

行った。社は本稿で述べたようにドメインエンジニアリン

グプロセスを改良し，プロダクトライン Xの成長開発に適

用した。その成長開発では，フィーチャ分析は抽象化能力

のある開発者によって，アーキテクチャ設計は製品をよく

知る開発者によってなされた。フィーチャ分析とアーキテ

クチャ設計は，改良されたドメインエンジニアリングプロ

セスの通り，完全に最後まで分離したかたちで実施された。

5.1 フィーチャー分析に基づいたアーキテクチャ設計

著者らは，新しいドメインエンジニアリングプロセスに

おいて，フィーチャ分析を行った開発者が期待した通りに，

構造化分析／設計によって一般の開発者がアーキテクチャ

設計をできたかどうかを検証するべく，アーキテクチャ設

*1 機密上，図の画質を意図的に落としている。

計のためのソフトウェアレビューにおける問題指摘件数

を比較した。図 9にその結果を示す。初期開発と成長開発

の規模は異なるので，各々の開発のソフトウェアレビュー

における問題指摘数はその開発規模で割っている。すなわ

ち，これらの数はソフトウェアの単位規模に対する指摘数

である。また，これらの数は初期開発の総問題指摘数で正

規化している。

 0

 0.2

 0.4

 0.6

 0.8

 1

初期開発 成長開発

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
レ
ビ
ュ
ー
指
摘
件
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相
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値
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データフロー設計における
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データフロー設計における
プロセス定義に関する指摘

図 9 アーキテクチャ設計のためのソフトウェアレビュー結果
.

図が示すように，進化開発のソフトウェアレビューにお

ける指摘件数は，初期開発の 2/5未満となった。初期開発

のソフトウェアレビューでは，仕様に関する誤り，データ

フロー設計におけるプロセス定義に関する誤りが多かっ

た。一方，成長開発のソフトウェアレビューではこれらの

指摘は劇的に下がっている。多くの指摘は誤記や表現に関

する軽微な誤りに因るものだった。しかしながら，データ

フロー設計におけるデータの定義に関する指摘は下がって

はいるものの依然残っている。これらの結果から，変更さ

れたドメインエンジニアリングプロセスによって，フィー

チャモデルが規定するように，USDMで仕様を書いたり構

造化分析／設計でシステムをプロセスに分割することがで

きるようになったものの，データフロー設計については課

題が残っているということが言えよう。

5.2 アーキテクチャ設計のリードタイム

アーキテクチャ設計のためのリードタイム，すなわち

フィーチャ分析に始まり構造化分析／設計に終わる期間を

計測した。初期開発と成長開発の規模が異なるので，各々

の開発で計測されたリードタイムはそれぞれの開発の規模

で割られている。つまり，開発されたソフトウェアの単位

規模あたりのリードタイムが計算されている。成長開発で

作られたソフトウェアの単位規模あたりのリードタイム

は，初期開発で作られたソフトウェアの単位規模あたりの

リードタイムのおおよそ半分となっている。

この削減はフィーチャ分析とアーキテクチャ設計の完全

分離と，定量的かつ説明可能なシステム分割プロセスの定

義によって実現された。ドメインエンジニアリングプロセ
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スにおけるこれらの改良は，ソフトウェアレビューに要す

る時間，ならびにアーキテクチャ設計における手戻りを削

減するのに寄与した。

5.3 ソフトウェアアーキテクチャ

従来のドメインエンジニアリングプロセスでは，開発者

の勘と経験に頼ったシステム分割が行われていた。新しい

ドメインエンジニアリングプロセスは，ロバストネス分析

を用い，かつ DSM を用いた定量的，かつ説明可能なシス

テム分割が行われる。これらのプロセスによって構築され

るソフトウェアアーキテクチャが，どれほど変更に耐えら

れるものになっているかを比較する。ソフトウェアの構造

面における評価指標として，あるモジュールが変更された

ときにどの程度の範囲にその影響が及ぶかを示す構造影響

度を使用する。

文献 [9] で提案されている構造影響度が今回の比較に使

用されている. 構造影響度はモジュールの変更によっても

たらされる変更範囲の度合いを示す. 構造影響度 IR は以

下によって定義される.

IR =
1

SLoC

∑
m∈S

LoC(m)

SLoC

∑
m′∈dep(m)

LoC(m′)

S はモジュールの全体集合を，dep(m) はm自身を含む

m ∈ S に依存しているモジュールの集合を，LoC(m) は

モジュール m ∈ S におけるソースコード行数を，そして

SLoC はソースコード全体の行数を示す。

構造依存度は単に依存しているモジュール数の平均では

定義されず，より明確な定義を行うためにソースコード行

数を基にしている。より大きいモジュールは変更される可

能性が高いため，LoC(m)/SLoC を，変更の影響を受ける

モジュールのソースコード行数の総和に乗ずる定義となっ

ている。

進化開発におけるソフトウェアの構造影響度は従来開発

と比較して 1.1倍の 11%であった. 今回改善したドメイン

エンジニアリングプロセスは，ソフトウェアの構造的な改

善効果を維持したまま，ドメインエンジニアリングにおけ

る開発期間を短縮できた。

6. まとめ

本稿では，アイシン精機における，車載系ボディ系製品

のプロダクトライン開発のための，新しいドメインエンジ

ニアリングプロセスを提案した。社の既存のドメインエン

ジニアリングプロセス [1]はフィーチャ分析と構造化分析

／設計を並行に実施するものであり，それゆえドメインエ

ンジニアリングを分業で行うことが難しく，抽象化と関心

事分離のセンスを持った限られた開発者が，いっときにひ

とつの製品系列のドメインエンジニアリングに注力する必

要があった。この状況はプロダクトラインの迅速な導入を

妨げるものだった。

そのため，新しいドメインエンジニアリングプロセスで

は，著者らは一部の開発者のみがうまくできるフィーチャ

分析と，製品をよく知る一般の開発者にできる仕様から

アーキテクチャ設計を含む他の仕事とを分離した。フィー

チャ分析は抽象化の階層を定め，関心事分離を実現し，そ

して要求と仕様のユースケース，ユースケースシナリオ，

USDMによる段階的詳細化と構造化分析／設計によるアー

キテクチャ設計とを律する。ロバストネス分析が仕様とシ

ステム分割の意味的ギャップを埋めるために用いられる。

ロバストネス図は USDMによる要求から機械的に構築さ

れ，システムはその図上で定量的，かつ説明可能な方法で

設計構造マトリクス（DSM: Design Structure Matrix）の

助けを借りて分割される。この機械的なアプローチは，関

連する開発者内でのアーキテクチャ設計に関する合意形

成を容易にし，またアーキテクチャ設計に関する手戻りを

減らす。仕様やアーキテクチャ設計に係るソフトウェアレ

ビューの問題指摘件数は本プロセスで劇的に削減された。
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